
平成２９年３月２日 
 
 

平成２９年度 収入支出予算・保健事業について（お知らせ） 

 
 
 当健康保険組合の平成２９年度収入支出予算（案）及び平成２９年度保健事業の実施（案）が、

平成２９年２月２１日に開催された第１１４回組合会において、審議のうえ可決承認されました

ので、その概要についてお知らせいたします。 
 
 
● 調整保険料率の変更に伴い、一般保険料率等が変更されます。 

    

  健康保険組合連合会から、平成２９年度の当健康保険組合の調整保険料率は、１．２００‰

に変更になった旨の連絡がありました。このことに伴い、一般保険料率等の変更を、下表のと

おり、平成２９年３月１日（平成２９年３月分保険料。ただし、任意継続被保険者については、

平成２９年４月分保険料）から実施します。 
  なお、一般保険料率と調整保険料率とを合計した保険料率は、１００‰で、変更を生じませ

ん。 
                                       単位：‰ 

区  分 
一般保険料率 調整保険料率 健康保険料率 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 
事 業 主 ４９．５２０ ４９．４００ ０．４８０ ０．６００  ５０．０００ ５０．０００ 

被保険者 ４９．５２０ ４９．４００ ０．４８０ ０．６００  ５０．０００ ５０．０００ 

計 ９９．０４０ ９８．８００ ０．９６０ １．２００ １００．０００ １００．０００ 

 
 １ 一般保険料 
   一般保険料は、介護納付金の納付に要する費用以外の費用（健康保険組合の事務経費、保

険給付費、納付金、保健事業費等）のために、事業主及び被保険者から徴収する保険料です。 
   なお、一般保険料の構成は、次のとおりです。 
   一般保険料＝基本保険料＋特定保険料 
     ・ 基本保険料 ５８．１８０‰ 
        被保険者・被扶養者に対する医療給付、保健事業等に充てるための保険料 
     ・ 特定保険料 ４０．６２０‰ 
        納付金（前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、病床転換支援金、退職者給付

拠出金、老人保健拠出金等）に充てるための保険料 
 
                                       単位：‰ 

区  分 
一般保険料率 基本保険料率 特定保険料率 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 
事 業 主 ４９．５２０ ４９．４００ ３０．１９０ ２９．０９０ １９．３３０ ２０．３１０ 

被保険者 ４９．５２０ ４９．４００ ３０．１９０ ２９．０９０ １９．３３０ ２０．３１０ 

計 ９９．０４０ ９８．８００ ６０．３８０ ５８．１８０ ３８．６６０ ４０．６２０ 

 
 ２ 調整保険料 
   健康保険組合が行う事業の運営に要する費用の財源の不均衡を調整するため、健康保険組

合連合会は、各健康保険組合に対し、交付金交付事業（組合財政支援交付金交付事業・高額



医療交付金交付事業）を行っており、各健康保険組合は、この交付金の費用に充てるために、

財政調整事業拠出金を拠出しています。 
   調整保険料は、交付金交付事業の財源となる財政調整事業拠出金（平成２９年度予算 ２

５，２９３千円）のために、事業主及び被保険者から徴収する保険料（平成２９年度予算 調

整保険料収入 ２５，２９２千円）です。 
 
 
● 介護保険料率は変更されません。 

 
  介護保険の給付に必要な財源は、５０％を公費負担、あとの５０％を被保険者の保険料で賄

う仕組みになっています。保険料の被保険者種別ごとの負担内訳は人口比に基づいて設定され、

平成２７年度～平成２９年度は、６５歳以上の第１号被保険者が２２％、４０歳以上６５歳未

満の第２号被保険者（健康保険組合の被保険者・被扶養者等）が２８％の割合とされています。 
  平成２９年度における当健康保険組合の介護納付金として、国への納付が見込まれる２５７，

２８３千円を納付するために、介護保険料率は、現行の１６．５‰を維持することとします。 
 
   介護保険料率 
     現行 １６．５００‰（事業主８．２５０‰ 被保険者８．２５０‰） 
 
 
● 医療費と納付金が重い負担となっています。 

 

   （一般勘定） 
    収入において、平均標準報酬月額及び総標準賞与額の増加により、一般保険料収入とし

て、２，０８０，８６０千円を見込み、財政調整事業交付金のうち高額医療交付金５５，

０００千円を見込んでいますが、収入財源を確保できないため、１１０，０００千円の準

備金限度外部分繰入を行います。 
    支出において、被保険者・被扶養者の皆様の医療費等に充てる保険給付費１，２８８，

８１８千円（所要財源率６１．２７‰）や高齢者などの医療費を賄うため、国に納付する

前期高齢者納付金・後期高齢者支援金・退職者給付拠出金等８５４，３４８千円（所要財

源率４０．６２‰）を見込んでいます。 
    その結果、平成２９年度の予算は、経常収支の赤字額１４８，６３３千円を見込んでい

ます。 
 
 （介護勘定） 
    国への納付が見込まれる介護納付金２５７，２８３千円を支出するため、介護保険料収

入２４７，９０６千円だけでは収入財源を確保できないため、１０，０００千円の準備金

繰入を行います。 
 

 

● 保健事業を活用して、健康の維持・増進を図りましょう。 

 
  当健康保険組合としては、被保険者・被扶養者の皆様の健康づくりをサポートさせていただ

くことが重要な役割であると考えています。皆様が健康になられて医療費が節減され、保険料

の引き上げを押さえ、保健事業をより充実させることが念願です。 
  保健事業の２本柱の１本が、短期人間ドック（３５歳以上の被保険者・被扶養者が対象）や

特定健康診査・特定保健指導（４０歳以上７５歳未満の被保険者・被扶養者が対象）の実施で

す。 



  もう１本は各種癌検診（検診実施機関での受診の方法と郵送自己検診の方法の２種類。被保

険者・３０歳（子宮頸癌検診は２０歳）以上の被扶養者が対象）の実施です。 
  健康管理の一環として積極的にご活用願います。病気を予防、早期発見することは、健康の

維持はもちろん、医療費を減らすことにもつながります。 
  医療機関を受診する際には、夜間・休日の安易な受診やはしご受診を控えたり、安価なジェ

ネリック医薬品を選択すれば、家計への負担は軽減されます。また、診療費の明細書が原則と

して無料発行されますので、医療費に対するコスト意識を持つと同時に、日頃から病気になら

ないための健康づくり（規則正しい生活、十分な睡眠、適度な運動、バランスのよい食生活）

を心掛けていただきますようお願いいたします。 
 

平成２６年度から、データヘルスが始動され、国は、「国民の健康寿命の延伸」と「医療費適

正化」を目標に掲げています。健康保険組合は、被保険者及びその被扶養者の１人ひとりの健

康増進を図るために、事業所（事業主）と密接に連携をとりながら、「データヘルス計画」の着

実な実施をめざすこととしています。 
  レセプト分析、健診結果分析の結果、生活習慣病が現状の大きな課題であること、現在の加

入者年齢構成と年齢階層別医療費から、今後はさらに生活習慣病対策が重要になること、被扶

養者の乳癌対策も重要であります。 
  当健康保険組合のデータヘルス対応として、 
   ・生活習慣病の予防 ・生活習慣病の重症化防止 ・禁煙対策 ・乳癌、子宮頸癌の早期

発見 
 を保健事業の目的（重点事項）とします。 
 
  皆様一人ひとりの小さな行いが健康保険組合の財政の健全化にもつながりますので、今後と

も当健康保険組合の運営にご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。 
 
  
 
 



平成２９年度収入支出予算の概要 
健康保険分（収入）                健康保険分（支出） 

科    目 予算額 千円 
被保険者 1 人  

当り額   円 
科    目 予算額 千円 

被保険者 1 人

当り額   円 

健 康 保 険 収 入 2,081,926 514,056 事 務 費 59,911 14,793 

調 整 保 険 料 収 入  25,292 6,245 保 険 給 付 費 1,288,818 318,227 

繰 越 金 0 0 （前期高齢者納付金） 413,685 102,144 

（準備金限度外部分繰入） 110,000 27,160 （後期高齢者支援金） 414,563 102,361 

（退 職 積 立 金 繰 入） 1 0 （そ の 他 納 付 金） 26,100 6,444 

繰 入 金 110,001 27,161 納 付 金 854,348 210,950 

国 庫 補 助 金 収 入 1,128 279 保 健 事 業 費 39,359 9,718 

特定健康診査等事業収入 0 0 還 付 金 51 13 

（組合財政支援交付金） 1 0 営 繕 費 0 0 

（高 額 医 療 交 付 金） 55,000 13,580 財政調整事業拠出金 25,293 6,245 

財政調整事業交付金  55,001 13,580 そ の 他 4,294 1.060 

雑 収 入 15,596 3,851 予 備 費 16,870 4,165 

収 入 合 計 2,288,944 565,171 支 出 合 計 2,288,944 565,171 

経 常 収 入 合 計 2,098,146 518,061 経 常 支 出 合 計 2,246,779 554,760 

 
収 支 差 引 額  0 0 準備金保有見込 千円 383,785 

経 常 収 支 差 引 額  ▲148,633 ▲36,700 準備金保有率  % 145.12 

 
介護保険分（収入）                介護保険分（支出） 

科    目 予算額 千円 

介護保険第２

号被保険者た

る被保険者１

人当り額 円 

科    目 予算額 千円 

介護保険第２

号被保険者た

る被保険者１

人当り額 円 

介 護 保 険 収 入 247,906 94,261 介 護 納 付 金 257,283 97,826 

繰 越 金 0 0 介 護 保 険 料 還 付 金 15 6 

繰 入 金 10,000 3,802 積 立 金 612 233 

国 庫 補 助 金 受 入 1 0 雑 支 出 0 0 

雑 収 入 3 1 予 備 費 0 0 

収 入 合 計 257,910 98,065 支 出 合 計 257,910 98,065 

 
収 支 差 引 額      0         0 準備金保有見込 千円 39,205 

 準備金保有率  % 201.82 

● 予算編成の基礎となった数字 ● 

   ○ 被 保 険 者 数         4,050 人 （男性   3,450 人  女性    600 人） 

   ○ 平均標準報酬月額       365,000 円 （男性 386,600 円  女性 240,800 円） 

   ○ 総標準賞与額（年間合計）  3,342,000 千円 

○ 平 均 年 齢         46.15 歳 （男性 46.78 歳  女性 42.56 歳） 

   ○ 被 扶 養 者 数            4,466 人 （扶養率  1.11 人） 

   ○ 前期高齢者数  467 人 前期高齢者加入率  5.55％ 前期高齢者１人当り給付費 429,731 円 

   ○ 健康保険料率     100.000‰（事業主 50.000‰  被保険者 50.000‰） 

      ・一般保険料率    98.800‰（事業主 49.400‰  被保険者 49.400‰） 

       (基本保険料率)    58.180‰（事業主 29.090‰  被保険者 29.090‰） 

       (特定保険料率)    40.620‰（事業主 20.310‰  被保険者 20.310‰） 

      ・調整保険料率     1.200‰（事業主  0.600‰  被保険者  0.600‰） 

   ○ 介護保険の対象となる被保険者数（介護保険第２号被保険者数）   3,814 人 

       （健保被保険者数  2,630 人 健保被扶養者数 1,184 人） 

   ○ 介護保険料率        16.500‰（事業主  8.250‰  被保険者  8.250‰） 



平成２９年度保健事業の概要 

 

 

項      目 実施時期 事 業 内 容 の 概 要  

特 
 

定 
 

健 
 

康 
 

診 
 

査 
 

事 
 

業 

 

１ 受診券の交付 

２ 特定健康診査 

３ 情報提供  

年  間 

 

・４０歳以上７５歳未満の特定健康診査の受診対象となる任意

継続被保険者・被扶養者について、契約健診実施機関におい

て実施する。 

・健康保険組合は、受診対象者に、受診券を自宅に送付する。

その際、癌検診の補助事業について、案内する（４月）。 

・受診対象者は、健康保険組合が契約した健診実施期間に予約

した上、受診券・健康保険被保険者証を提示し、受診する。 

・費用は、健康保険組合が全額負担する。 

・健康保険組合は、特定健康診査を受診した者に対し、情報提

供を行う。その際、個人の生活習慣やその改善に関する情報

を、計画的に提供する。 

 

特 
定 
保 
健 
指 
導 
事 
業 

 

１ 動機付け支援 

積極的支援 

年  間 

 

・特定健康診査の結果により、特定保健指導対象者を選定し、

健康保険組合の計画により実施する。 

・健康保険組合が契約した特定保健指導実施機関に委託する。 

・指導内容は、動機付け支援・積極的支援とし、事業主のご理

解とご協力をいただき、事業の推進を図る。 

・費用は、健康保険組合が全額負担する。 

 

 
 
保 
 
 

健 
 
 

指 
 
 

導 
 
 

宣 
 
 

伝 
 
 

事 
 
 

業 
 
 
 

 

１ 機関紙発行 

 

 

 

２ 保健指導パンフレット等配布 

 

３ 母子保健指導書配布 

 

 

４ 医療費通知（被保険者に対する通 

知） 

 

 

 

 

５ ジェネリック医薬品使用促進通知 

 

 

 

 

 

毎  月 

 

 

 

随  時 

 

毎  月 

 

 

３月 

 

 

 

 

 

９月・３月 

 

 

 

 

 

・「掲示板」（情報提供資料）を事業所に送付する。 

・事業主・被保険者・被扶養者に、「私の健康法」等、健康に

関する投稿を依頼する。 

・禁煙の促進を図る。 

・健康づくりのためのパンフレット・ポスター等を配布する。 

・妊娠期の食生活に関する情報を提供する。 

・乳児の健康管理を目的とした月刊誌を、出産した被保険者・

被扶養者に１年間配布する。 

・冊子「０歳から６歳までの子どもの事故予防」を配布する。 

・被保険者・被扶養者の医療費についてのコスト意識を高め、

健康管理に資することを目的として、被保険者（被扶養者分

を含む。）に対して、実際に要した医療費の額等を通知する。 

・被保険者への適切な情報提供を推進するため、査定の結果に

よる自己負担相当額の減額分が１万円以上については、医療

費通知に「*減額査定」と付記する。 

・被保険者・被扶養者の医療費についてのコスト意識を高め、

患者負担の軽減や組合財政の改善を図ることを目的として、

被保険者・被扶養者に対して、ジェネリック医薬品の使用に

伴う自己負担額の軽減に係る内容を通知する。 

 



 
 

 
保 
 

健 
 

指 
 

導 
 

宣 
 

伝 
 

事 
 

業 
 

 

 

６ 保険財政収支状況通知（事業主に対

する通知） 

 

７ 健康管理事業推進委員会開催 

 

８ 健康管理委員研修会・説明会開催 

９ 共同保健指導宣伝 

１０ ホームページの管理・運営 

 

５月・８月 

１１月・２月 

 

９月・１月 

 

１０月・３月 

年  間 

年  間 

 

・事業所ごとの保険財政収支状況を事業主が把握し、事業所に

おける健康管理に資することを目的として、各事業所健康保

険収支状況等資料を事業主に送付する。 

・健康管理事業の推進を図るため、健康管理事業推進委員会を

開催する。 

・健康管理委員を対象として、研修会・説明会を開催する。 

・健康保険組合連合会と共催で、保健指導宣伝事業を行う。 

・事業主、被保険者、被扶養者に健康保険組合の情報を提供し、

サービスの向上に努める。 

・禁煙の促進を図る。 

 

 
 
 

 
 
疾 
 
 

 
 
病 
 
 
 

 
予 
 

 
 

 
防 
 
 
 

 
事 
 
 
 

 
業 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 短期人間ドック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生活習慣病予防健診 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月～翌年２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月～翌年２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３５歳以上の被保険者・被扶養者を対象として実施し、健診

費用の一部を、健診費用を負担する事業主又は被保険者に補

助する。 

・１泊２日ドック、日帰りドック、兵庫県２時間ドック 

・特定健康診査の実施対象である被保険者・被扶養者（４０歳

以上７５歳未満）については、必ず特定健康診査項目（検査

項目・質問項目）が実施されるよう、事前に健診機関と調整

する。 

・補助対象となる実施回数は、１泊２日ドックは、平成２５年

度を基準として、２年度に１回、日帰りドック・兵庫県２時

間ドックは、毎年度１回である。 

・健康保険組合と契約した健診機関又は健康保険組合と契約し

ていない健診機関で受診し、いずれも所定の「人間ドック利

用補助金請求書」に、領収書（写し）、検査結果（写し）、質

問票（特定健康診査の実施対象者に限る。）を添付して、平

成３０年２月２８日までに請求する。 

・新たに、全国健康保険協会（協会けんぽ）から当健康保険組 

合に編入した事業所のみを対象とする事業である。［事業所

編入促進対策］ 

・３５歳以上の被保険者を対象として実施し、健診費用の一部

を、健診費用を負担する事業主又は被保険者に補助する。 

・健診項目は、協会けんぽが実施する生活習慣病予防健診（一

般健診）の健診項目と同様とする。 

・特定健康診査の実施対象である被保険者（４０歳以上７５歳

未満）については、必ず特定健康診査項目（検査項目・質問

項目）が実施されるよう、事前に健診機関と調整する。 

・補助対象となる実施回数は、毎年度１回である。 

・健康保険組合と契約した健診機関で受診し、所定の「生活習

慣病予防健診利用補助金請求書」に、領収書（写し）・検査

結果（写し）・質問票（特定健康診査の実施対象者に限る。）

を添付して、平成３０年２月２８日までに請求する。 
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３ 特定健康診査に係る定期健康診断

補助  

 

 

 

 

 

 

 

４ 郵送自己検診補助 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 乳癌、子宮頸・体癌、肺癌、大腸癌、

胃癌検診・ＰＳＡ、ＣＥＡ、ＡＦＰ、

ＣＡ１９－９、ＣＡ１２５検査補助 

 

 

 

 

６ インフルエンザ予防接種補助 

 

 

 

 

 

 

７ 事業所訪問保健指導事業 

 

８ 健康ウォーキング運動表彰 

 

 

９ 家庭常備薬有料斡旋 

１０ 健康増進施設の特別法人会員と

して加入（スポーツクラブルネサ

ンス・加古川地区スポーツ施設） 

 

４月～翌年３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月・９月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月～翌年２月 

 

 

 

 

 

 

９月～翌年２月 

 

 

 

 

 

 

随  時 

 

５月～ ７月 

 ９月～１１月 

 

７月・１１月 

年  間 

 

・平成２９年度において、４０歳以上７５歳未満の年齢に達す

る被保険者を対象として実施し、健診費用の一部を、事業主

に補助する。 

・健診内容は、労働安全衛生法に定める検査項目（必ず特定健

康診査項目（検査項目・質問項目）を含む。）とする。 

・事業主が希望する健診実施機関で実施する。 

・所定の「特定健康診査に係る定期健康診断補助金請求書」に、

所定の受診者名簿Ⅰ・Ⅱ、健診結果データ及び質問票を添付

して、原則として平成３０年３月２０日までに請求する。 

・被保険者・３０歳（子宮頸癌検診は２０歳）以上の被扶養者

を対象として実施し、検診費用の一部を、被保険者に補助す

る。 

  ・子宮頸癌、肺癌、大腸癌（無料）、胃癌リスク、前立腺 

癌検診（１年度に１回補助） 

  ・Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎検査（被保険者・被扶養者期間中に

１回補助） 

・子宮頸癌検診申込者へ、「乳癌自己触診チェッカー」を添付

する。 

・「郵送検診申込書」の受付、自己負担金の受領、検診、検診

結果の通知を、業者（メスプ細胞検査研究所）に委託する。 

・被保険者・３０歳（子宮頸癌検診は２０歳）以上の被扶養者

を対象として実施し、検診費用の一部を、被保険者に補助す

る。 

・被保険者・被扶養者が希望する検診実施期間で実施する。 

・所定の「癌検診補助金請求書」に、検査項目ごとに検診費用

が明記された領収書（写し）を添付して平成３０年２月２８

日までに請求する。 

・被保険者・被扶養者を対象として実施し、接種費用の一部を、

接種費用を負担する事業主又は被保険者に補助する。 

・回数は２回までとする。 

・事業主又は被保険者が希望する医療機関で実施する。 

・所定の「インフルエンザ予防接種補助金請求書」に、「イン

フルエンザ予防接種費用代」と内容が明記された領収書（写

し）を添付して、平成３０年２月２８日までに請求する。 

・保健師等が事業所を訪問し、被保険者等の健康相談に応じ、

必要な指導や助言を行う。 

・万歩計で計測し、３カ月間で目標歩数（１００万歩又は５０

万歩）を達成（自己申告）した被保険者・被扶養者に、第１

回目・第２回目ごとに記念品を贈呈する。 

・希望者に家庭常備薬を有料斡旋する。 

・被保険者及び１５歳以上（加古川地区スポーツ施設において、

プールは小・中学生、１６歳以上、ジムは１６歳以上）の被

扶養者に対し、利用料金の軽減を図り、体力・健康づくりを

支援する。 

 

 


